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論　説

大学の地域貢献活動の環境づくりを担う組織運営についての考察
― 会議運営を中心に ―

＊　   西南女学院大学人文学部　教育支援職員

樋口　真己＊

＜要　旨＞
　西南女学院大学・大学短期大学部地域連携室は、学内の地域貢献活動の支援や実践の質の向上を推進することを
目的に 2016 年 8 月に設置された。教職員及び学生が個々に能力を発揮し、協働性を高めることのできる組織運営を
目指している。そのため基礎的研究として、まずは運営の基盤となる会議運営に焦点化し、地域連携室の構成員が
参加する会議をチーム学習の場と捉え、アクションリサーチの手法により分析を試みた。
　分析結果から、会議は双方向の意見交換がなされており、特に学外者の視点による意見が会議参加者のチーム学
習に影響を与えることが明らかとなった。また、教職員間、学生との日常的な交流や情報交換の機会が会議運営の
基盤となるという知見を得た。

キーワード：会議運営、地域連携、地域貢献、アクションリサーチ、チーム学習

Ⅰ．はじめに

　2005 年の中央教育審議会答申『我が国の高等教育の
将来像』において、「社会貢献」が教育・研究と並び、
大学の「第三の使命」として制度的に位置付けられ、
地域の発展に貢献することが大学の役割の一つとして
重要視されるようになった。大学は地域コミュニティ
の中核的存在として、自治体をはじめ教育機関、NPO
団体、企業との連携した取り組みが進められている。
　西南女学院大学・大学短期大学部では、「地域に根差
し地域とともに歩む大学・短期大学づくり」を目指し、
地域住民の健康と福祉，子育て支援，地域の活性化等
につながる様々な地域貢献活動を行っている。これら
の活動の実施を支援し、実践の質向上を推進するため
に、2016 年 8 月に部局横断的組織として地域連携室を
開設した。
　人的資源が限られ十分な組織体制ではない大学が、
個々の地域貢献活動の効果を高めるには、地域連携室
の構成員一人一人が主体的に考え行動し、各所におい
てリーダーシップを発揮することが求められる。
　大場（2011）は、大学組織運営の研究分野において、

①大学のガバナンス改革では、組織運営にかかる諸制
度を変えればすむ話ではなく組織文化の変化が不可欠
であり、変化をもたらすのは組織全体の学習である
こと、②組織構成員の参加及び合意形成を促すリー
ダーシップが不可欠であり、大学内の各所・各層に
リーダーが存在することが重要であること、③大学
内の各所・組織全体の学習が必要であると指摘してい
る１）。この組織全体の学習とは、経営組織論の一分野
となる組織学習研究や 1990 年代初めに欧米で注目さ
れた「ラーニング・オーガニゼーション（学習する組
織）」のなかで使用されている。特に「学習する組織」
という概念はマネジメントの基本的な考え方として定
着し、企業だけでなく教育、医療、福祉、地域におけ
る組織運営において研究されている。また、対話を通
して学習を引き出し、個人の力の総和を超えたチーム
の能力をつくり出す「チーム学習」の重要性について
述べているＥ・エドモンドソン（2014）は、Teaming
という造語を使い、人と人がチームとなり仕事を通し
ての学習と協働を繰り返す組織学習について述べてい
る２）。この Teaming が有効に機能する条件の一つに、
組織が言いたいことを気兼ねなくいえる「心理的安全」
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な場となることが求められるとしている。心理的安全
性とは、仲良く居心地のいい雰囲気をつくるのではな
く、目的達成のためにチームのなかで率直にものがい
える状態をつくるというものである。
　西南女学院大学には、教授会や各種委員会等の諸会
議が 30 以上、その他にもインフォーマルな会議など
把握できない数存在するが、地域連携室の会議は学長
から教員及び事務職員そして学外者である地域連携室
のアドバイザーと立場や職階が異なるメンバーが参加
している。よって本研究では、会議が職階や立場など
気にせずに参加者全員が自由に意見を言える場となる
ことを重視した。
　そこで、地域連携室の構成員が参加する会議の場を
チームの相互作用のプロセスである学習と捉え、組織
運営の基礎的研究として分析を試みた。本研究では、
地域貢献活動の環境づくりを担う組織運営のあり方に
ついて会議運営を中心に考察を試み、得られた知見を
さらなる実践へと結びつけることを目的としている。

Ⅱ．研究の方法

１．研究対象である地域連携室の概要
　本学は 3 学部中 2 学部が専門職養成課程上の国家資
格取得のためカリキュラムが過密であるということ、
国家試験対策や実習でボランティア活動をする時間の
確保が難しいという背景がある。学生課が実施する学
生生活に関する実態調査報告書（2018）をみると、ボ
ランティア相談室のある福祉学科や正課・正課外に地
域活動の機会を設けている学科を除くと、ボランティ
ア活動についての満足度が低いという結果であった３）。
よって、地域連携室では潜在的ボランティア学生の
ニーズに応えるための環境整備及び参加促進すること
も狙いにあった。
　設立当初の 2016 年度は、運営しながら環境整備を
試行的に進めていった。更に 2017 年度 4 月から学外
から地域アドバイザーが就任し、地域連携室の会議へ
の参加、地域活動や学内の行事を見学し、アドバイス
を行っている。
　次に地域連携室の役割・機能であるが、学内の正課、
正課外の地域貢献活動の環境・体制の整備、学生ボラ
ンティアの活動機会の創出、学内外との連絡調整、調
査や広報活動を行うといった役割を担っている。地域
連携室の業務全般（地域貢献活動の企画立案や評価、
ガイドラインの作成、見直し、環境整備、地域諸団体

との連携構築など）は、地域連携室運営協議会（以下、
運営協議会）が審議決定する。運営協議会は、学長，
学部長，入試部長，教務部長，学生部長，事務部長，
その他で構成され、地域連携室の日常業務は学長が指
名した室長と教職員の中から選ばれた室員が中心にな
り進める。2018 年度から学生ボランティアスタッフを
募集し、登録された学生が活動を行っている。
　運営協議会と室員の会議はそれぞれ別々に月 1 回
行っており、運営協議会が審議し承認された事項を、
室員が協議し実行するという流れになっている。両会
議には筆者を含む事務局メンバー、地域アドバイザー
が参加している。
　このように会議が別々に行われていることから、運
営上円滑に行うための工夫が求められた。

２．筆者とフィールドとの関係性とデータの収集方法
 １）筆者とフィールドとの関係
　筆者は地域連携室室員であり事務局の立場で地域連
携室運営協議会及び室員会合に出席している。

 ２）データの収集方法
　2017、2018 年度の２組織の全会議内容を IC レコー
ダーで記録し逐語録を作成した。この逐語録をもとに
分析した。更に、2017 年度から 2019 年度までの 3 年
間の筆者が直接関わる地域連携室における会議や打ち
合わせをはじめとした取り組み及び組織内でのイン
フォーマルなやりとりについての参与観察記録、その
他議事録や関係資料をもとに分析を行った。

 ３）アクションリサーチについて
　本研究は、共同研究「地方中規模私立大学における
地域貢献活動のプロジェクトマネジメントの研究」の
プロジェクトの一つである。アクションリサーチでは、
事務局メンバーである地域連携室室長、副室長、地域
アドバイザーを含めた共同研究のメンバーとともに、
浮かびあがった運営上の課題について検討を重ね、会
議のなかで提案を行うことや可能なものは改善（実践）
を行った。本論はこれまでの実践結果をもとに、筆者
の個人的視点から考察を行っている。

３．データ分析の方法
 １）構成員の議論への参加状況
　会議は、①報告・連絡・共有といった「伝える」こ
とが目的の会議、②意見やアイデアを出す「提案」が
目的の会議、③合意形成などの意思決定を目的とした
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会議、その他にも参加者相互の出会いや関係づくりを
目的としたものや反省や評価を目的としたものがあ
る４）。事例で扱う 2 会議はこれらが混在している。そ
の他に、会議には組織内の人たちと人間関係をつくり、
維持するという目的がある。このように会議は組織を
形成するうえの基盤であり組織を反映する重要な意味
を持つ。
　そこで、報告・連絡目的の場合をのぞき意見やアイ
デアを出す提案型や合意形成が目的の議題において、
担当者や事務局と構成員とのやりとりが一方向的かま
たは双方向的かを一議題ごとに調べた。4 パターンに
類型化したのが図 1 である。A を事務局メンバー、A’
を発議の責任者とし、B は構成員（運営協議会及び
室員）とする。2017 年度から学外からのアドバイザー
が会議に参加しており、C とした。パターン①は、A
及び A’が発言後、発言者はなく沈黙のまま審議／協
議が承認される。また報告を目的とした議題では、沈
黙のまま次の議題に移る場合をパターン①で一方向的
議論とした。双方向的議論は 3 種類あり、A または A’
対構成員１名とやりとりがあった場合はパターン②、
A または A’対複数名の構成員とやりとりがあった場
合はパターン③、A または A’、B、C と意見交換がな
された場合をパターン④とし、パターン④は活発で双
方向的な意見交換が行われていると見なした。その他
に、アドバイザーが発言した議題のパターンについて
確認した。ただし、今回は一議題ごとの各構成員の発
言回数を含めた分析は行っていない。

 ２）話し合いの 4 つのデザイン
　チームづくりは話し合いから始まるとし、話し合い
の場をデザインする方法について解説した堀（2013）
は 4 つの問い「何について話し合うか」を提示してい
る５）。堀は、①「意味の共有」、②「行動の変革」、③

「関係性の向上」、④「学習の深化」をデザインする方
法を提示している。今回の分析では地域連携室の会議
がどのようにデザインされているかをこの 4 要素を参
考に分析を試みた。①は、個々の取り組みについての
目的や大切なものは何かを話し合いのなかで確認した
場合にカウントし「目標共有」とした。次に②は、取
り組みの運営方法や具体的な手立てについて話し合っ
ている場合に「方法・手立て」としカウントした。③
は参加者がモチベーションを高める発言やムードメー
カーのような存在となり励ましの発言をしている場合
にカウントし、「モチベーション維持の向上」とした。
最後に④は、報告する際に単に事実のみ述べるのでは
なく、取り組みから何を学んだのかといった気づきや
意義、改善点など発言した場合にカウントし、「ふり
返り」とした。「ふり返り」については、第三者から
の客観的な視点から気づきをもたらすこともあるため
カウントしている。
　以上、運営協議会、室員会合の審議／協議を目的と
した議題、報告を目的とした議題別にカウントし、一
議題のなかに複数の要素が含まれる場合もそれぞれカ
ウントしている。

図 1.　パターン図
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Ⅲ．分析結果

１．会議の逐語録データによる分析結果
 １）構成員の議論への参加状況について
　先述の話し合いをデザインする 4 要素と組み合わせ、
議題数で割った割合を算出したのが表 1 である。設立
当初の 2016 年度の会議では、室員会合の方が一方向
的な議論となり、沈黙時間が多い傾向にあった。しか
し今回の結果では、2017 年度は協議目的の議題では
室員の方がパターン③、④の割合が高いという結果で
あった。パターン④であった議題を抽出すると、運営
協議会は「イメージキャラクターとキャッチコピー」
のみ 6 回と多く、その他は 4 議題が 1 回ずつであった。
室員会合は、「イメージキャラクターとキャッチコピー」

「広報活動」「ベストサポーター」「講演会」でパターン
④が 4 回ずつと双方向の意見交換がなされていた。
　更に、運営協議会、室員会合ともに審議／協議目的
の議題と報告目的の議題の参加状況を比較した場合、
審議／協議目的の議題の方が双方向的な議論の割合が
高いという結果になった。
　次に、2017 年度と 2018 年度の参加状況を比較した
場合、比較的割合の増減が見られたのは、運営協議会
の報告目的の議題で、パターン①の割合が 0.38 増加し
ていた。また室員会合の方は、協議目的の議題でパター
ン③が 0.27 増加し、パターン④の割合が 0.3 減少して
いた。それに加え報告目的の議題で、パターン①が 0.57
増加していた。

 ２）議論への参加状況と議題内容の種類との関係に
ついて
　2017 年度の結果を見ると、運営協議会、室員会合と
も審議／協議目的の議題では、「方法・手立て」につい
ての話し合いの割合が高く、そのなかでもパターン④
の割合が高かった。次に割合の高いのが「目標共有」で、
そのなかでもパターン④の割合は高くなっていた。こ
れらの割合から、審議／協議目的の議題では、「目標共
有」「方法・手だて」とも双方向的な意見交換がされて
いると見なした。
　さらに逐語録を確認した際、会議で初めて取りあげ
る議案で、筆者を含む担当者が取り組みの目的につい
て説明しなければならないにも関わらず、「方法・手立
て」から議論したことが運営協議会で 4 回、室員会合
では 3 回あった。特に、室員会合では、運営協議会で
承認された取り組みについて担当者が説明する際に、
目的や大切なものは何かを話し合いのなかで確認する

「目標共有」についての説明を省くケースがあった。そ
のため、筆者が担当者で説明する場合は改善した。
　次に 2017 年度と 2018 年度を比較した場合、審議／
協議目的の議題において 2018 年度は「目標共有」の
割合が運営協議会では 0.11、室員会合では 0.23 と高く
なっていた。また、報告目的の議題において、2018 年
度は「方法・手立て」の割合が、運営協議会は 0.53、
室員会合は 0.64 と高くなっていた。「ふり返り」につ
いても両方とも若干割合が増加していた。

表 1.　参加状況＆パターン
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 ３）学外者の参加について
　学外者が会議に参加したときのパターンを確認し
た。学外者が発言した議題でパターン④になっていた
のが、運営協議会で 2017 年度 6 回、2018 年度 5 回、
室員会合では 2017 年度 2 回、2018 年度 4 回であった。
パターン④の議題のみ抽出したのが、表 2 である。
　例えば、イメージキャラクターの学内での認知度に
ついて学外者が質問したことから、認知度を上げるた
めの方法が話し合われ、パターン④となっていた。
　表にある「アドバイザー報告」では、地域活動をは
じめ学内行事やイベント参加後に報告する機会を設け
ている。このなかで、見学した活動や行事を学外者の
視点から紹介し、実施することの意義や大学の PR 素
材になると評価する発言が数多くあった。学内関係者
にとっては、毎年実施しているため当たり前のことで
あり過小評価する傾向にある。学外者の発言が会議の
参加者のモチベーションを向上させる効果があり、双
方向の意見交換になっていた。
　反対に、課題や問題点については率直に指摘し、改
善方法や対策についての意見交換がなされていた。

２．参与観察についての分析結果
　打ち合わせなどの非公式の会議をはじめ、キャンパ
ス内や電子メールでのインフォーマルなやりとりの
参与観察結果を整理し分析した。筆者が事務局を担当
している立場から、コーディネーターの役割を担って
いる。そこで、コーディネーション機能である運営へ
の意見や活動に対しての思いを「受け止める」、ボラン
ティア活動の場を「求める／つくる」、情報を「集める」
の３点から整理した。

 １）受け止める
　2016 年度下半期に運営を開始し、2017 年度は運営
上の質問や要望を受け取る機会が多かった。例えば

「活動申請書を地域連携室に提出するメリットは何か。」
や「運営協議会の審議決定事案を実行するだけでなく、
室員が企画提案した意見を運営協議会で承認してもら
うことはできるのか。」「申請書類の提出など負担が多
い。」といった内容である。2018 年度は、学生ボラン
ティアスタッフの活動に筆者はアドバイザーとして関
わっていたため、学生の意見や思いを受け止める機会

表２.　学外者の発言まとめ
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が増加した。意見や要望は、事務局兼共同研究メンバー
で検討し、可能なものは運営に反映、改善を行った。
　2017 年度後半から徐々に、地域連携室の取り組みに
対しての前向きな感想や励ましの声が聞かれるように
なった。これは地域活動が学生にとっての有益な学び
の機会であること、大学の地域貢献活動の意義が少し
ずつ理解されるようになったと評価できる。その他に
は 2018 年度から、助成金の申請方法や活動について
の相談や学外からの連携依頼の相談が増加し始めた。

 ２）求める／つくる
　2018 年度には学生ボランティアスタッフの募集を開
始した。先述したように、ボランティアの機会や情報
の少ない学科の学生が大半を占め、100 名近くの学生
が登録するという結果になった。よって、潜在的ボラ
ンティア学生の存在を確認でき、また登録者向けのア
ンケート結果から、短期のボランティア機会のニーズ
を持っていることが明らかとなった。
また、NPO 団体との交流会や NPO 団体代表者を呼ん
での任意の説明会を開催したことで、長期にわたる継
続的な活動に参加する学生も存在している。学生が実
際に活動者の生の声を聴くことがボランティア意識を
高めるということも明らかとなった。

 ３）集める
　地域連携室の運営が一巡した 2 年目以降は、地域連
携室の行事への参加者の意見を収集した。特に、地域
貢献活動交流会は地域活動を行っている学生及び教
員の活動報告の場である。2016 年度の交流会の開催
後に出された発表者や参加者の意見から、学外参加者
との交流や情報交換の機会を望んでいることが明らか
となった。よって 2 年目からは、交流会の運営方法に
ついて、運営協議会で７回、室員会合で 4 回にわたり
交流会の目的を再確認しながら入念に話し合いを行っ
た。
　3 年目の 2019 年度は、キャンパスでの情報交換や意
見交換といった機会が増加していた。

３．会議運営上の工夫について
　アクションリサーチを進めるなかで以下の会議の運
営上の工夫を行った。会議をコミュニケーションの場
と捉えている加藤（2016）の「空間」「時間」「情報」
のマネジメント視点から整理すると以下のとおりであ
る６）。

 １）空間のマネジメント
　気兼ねなく発言できる空間として、クラシック音楽
を BGM に流すこと、構成員同士の親近感を高めるた
め、会議室は小会議室に変更する。

 ２）時間のマネジメント
　2018 年度から意見交換が必要な議題、それ以外の議
題は短時間にと時間配分を意識した。

 ３）情報のマネジメント
　2017 年度から運営協議会と室員会合の議事録をそれ
ぞれ共有することとした。また、審議／協議する際の
材料として理解を深めるため、キャンパス内で情報収
集した活動者の意見や学生ボランティアスタッフの活
動の様子などを情報提供し、共有することを心がけた。

Ⅴ．考察

１．会議のマネジメントについて
　本研究では、組織を形成するうえの基盤となる会議
運営に焦点化し、地域連携室の 2 つの会議で双方向的
な話し合いがなされているか分析を試みた。
　2016 年度は室員会合の方が一方向的な議論となり
沈黙時間が多い傾向にあった。しかし 2017 年の逐語
録の分析結果では、運営協議会、室員会合ともに審議
／協議を目的とする議題でパターン④の割合が高かっ
た。理由として室員は、運営が 2 年目となり様々な新
規事業を実施する立場であるため具体的な運営方法に
ついて話し合う機会が多かったことがあげられる。も
う一つに、2017 年度前半からイメージキャラクターや
キャッチコピー、パンフレットやキャラクターグッズ
の作製など、アイデアを求める議題が続いた。会議は
終始笑いやリラックスした雰囲気のなか行われ活発な
意見交換がなされていた。このような会議の雰囲気が
下地にできたことも双方向的のコミュニケーションの
割合が増加した理由として考えられる。
　反対に 2018 年度は報告目的の議題で、運営協議会、
室員会合のどちらも一方向的な議論の割合が増加して
おり、特に室員会合の割合が高くなっていることが確
認された。逐語録を確認すると、一つに継続的な取り
組みなど確認のみで済まされる内容については、議論
せずに次の議題に移っている。反対に初めての取り組
みや入念な話し合いが必要な議題については双方向的
なコミュニケーションが行われていたことから、議題
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内容による時間配分を行い効率的な会議がなされてい
ることが確認された。
　次に、2017 年度と 2018 年度と逐語録を比較した際、
室員会合の方が協議目的の議題でパターン③は増加
し、パターン④が減少していた。理由として、室員会
合は昼休みに開催のため授業準備で退席する教員が多
いことが影響していると考えられる。また、限られた
時間内での会議では、発言機会の少ない参加者の意見
が拾えない可能性がある。そのため、会議以外の場で
ある日常のキャンパスでの意見交換の機会が必要であ
ることがわかった。
　ところで、2017 年度から重視したのが空間のマネジ
メントである。例えば、会議が始まる前にアイス・ブ
レイキングの意味をもつ雑談は会議室の空気をリラッ
クスさせ、会議での意見交換を活発にさせる効果があ
ると言われている７）。また先述の加藤（2016）によると、
空間のあり方は人と人との距離を規定・調整するとい
う意味で、コミュニケーションを考える際にはとても
重要な側面であるとし、小さな工夫で関係性がかわる
と述べている８）。よって、リラックスした空間での話
し合いがなされるようクラシック音楽を流したり、会
議室の広さや事務局のメンバーの座席の位置などを考
慮し会議を行った。どのくらい寄与したのかは実証で
きていないが、少なからず影響を及ぼしたのではない
だろうか。
　さらに、会議のなかでは司会者が進行を進めていく
が、質問や意見が出ない場合担当者がファシリテー
ターの役割を担い、質問や発言を促す機会が複数回
あった。積極的には発言しづらい立場の参加者に発言
を促す機会を作ることで、より多くの意見が出やすい
雰囲気となることがわかった。また、ムードメーカー
の存在が場を和ませることもリラックスした雰囲気で
発言しやすい状況になったこともあっている。
　このように本研究では、時間的に制限がある場合に
軽視しがちな空間のマネジメントを意識的に行った。
特に、様々な立場・職階の参加者が集う会議において、
先述の Teaming 達成の一要素である会議の席が心理
的に安全な場となり、自由な意見交換の場にするため
には、まず会議参加者の緊張感を和らげ、参加者同士
の親近感を築くことを意識したマネジメントの一要素
となることが確認できた。

２．チーム学習における目標及び情報の共有について
　表１に示す 2018 年度の「目標共有」の割合が 2017
年度と比較すると、運営協議会では 0.11、室員会合で

は 0.23 と高くなっていた。2017 年度の逐語録では「目
標共有」がなされないまま「方法・手立て」について
話し合っていたため、2018 年度に改善した結果が表
れたと考えられる。事務局メンバーである筆者も該当
するのだが、例えば学外から連携依頼があった場合や
リーダーとして担当を任された場合、「依頼があったか
ら」「担当者となったから」という意識のまま、つまり
やらされ感を抱えたままであると「目標共有」の確認
を見落としやすことに気づいた。いわゆる受動的な姿
勢で受け入れたといえる。なぜこの取り組みを地域連
携室（大学）が実施するのか、教育的及び社会貢献の
視点から実施する意義を、まずは事務局のなかでの話
し合うチーム学習が入念にされないままだったことが
原因として考えられる９）。この事例から、話し合いの
なかで目標共有することや何を大事に取り組むか（思
いの共有化）を確認しないままであると、チームとし
て協働し取り組む際に影響を受けるであろう 10）。話し
合いのプロセスに目標共有を欠かすことのないよう事
務局的立場からも意識し説明しなければならない。
　しかし、会議内でいかに双方向のコミュニケーショ
ンが行われ活発な意見交換がなされたとしても、話し
合いの中だけでは参加者の意見や思いは拾えない。前
述したように、基盤整備の途上であった 2017 年当初は、
教職員からキャンパスで運営や取り組みに対しての意
見や提言などを受け取る機会が多かった。また、会議
では限られた時間内で議題どおりに進めていくため、
発言することが躊躇われることも考えられる。
　一方で、キャンパス内での交流やおしゃべりは比較
的時間のある機会に行われ、リラックスした状況でな
されることが多い。些細なアイデアや意見が運営上有
益な情報であることもあり、こうした日常の交流の機
会は学内のコミュニケーションを活性化の大事な要素
である。
　このように、開かれた運営を目指すために意識的に
交流や意見交換の機会を作る必要があることが今回の
分析から明らかとなった。

３．よそ者の視座
　学外者の発言機会があった議題のパターンの変化を
確認した。学外者が発言したことにより、パターン④
の双方向的なコミュニケーションがなされたという結
果から、学外者の存在が会議の活性化に影響を及ぼす
ということがわかった。さらに表 2 に示す通り、モチ
ベーション維持の向上につながる発言やふり返りの際
に課題や問題点を指摘した際にも、双方向の意見交換
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がなされていた。
　例えば、毎年行われる学内行事が学外者にとっては
新鮮であったり、内部の者には気づかない大学の魅力
として映るといった内容の発言があった。また、クリ
スマスの時期にクリスマスツリーを各部署で飾ること
もキリスト教主義の学校では自然なこととして行われ
ていたが、学外者にとっては新鮮に見え評価している。
つまり、学外者のふり返りや感想のなかで評価した発
言が、学内の構成員にとってモチベーション維持の向
上につながる発言となっていた。
　このようなケースは、地域づくりに関連する実践や
研究のなかでも言われている。例えば吉本（2008）は
地元学のなかで、地元の人だけで地域づくりを行うと
独りよがりになってしまうため、地域外の人たちと一
緒にやっていくことが必要であり、地域や人の持って
いる力を引き出すことが、外の人たちの役割と述べて
いる 11）。
　同様にまちづくりにおける「よそ者の効果」につい
て、敷田（2009）が指摘している 12）。一つが「地域の
再発見効果」である。住民は地域の中で生活している
ため、地域資源の価値や地域の素晴らしさに慣れきっ
ており気づかないことが多い。一方でよそ者は逆日常
性に埋没した「当たり前」のことを再考し、再発見す
る機会をつくり出しているとのことである。この地域
資源をそのまま大学資源の再発見効果と置き換えるこ
とができる。
　第二に「誇りの涵養効果」を挙げている。この「誇
りの涵養効果」とは、菊池（1999）によれば、よそ者
の視点が地域住民の「自意識を高めるための媒体」で
あると述べている 13）。自意識はある意味で「誇り」に
もなるが、その形成には他者による評価や褒めが必要
であるという。よそ者の評価を意識することで、自ら
の地域の素晴らしさを認識する。今回の分析において
も、学外者が地域活動や学内行事について感想を含め
報告するなかで、価値あるものとしての評価や褒めの
発言がその後の活発な意見交換につながったことか
ら、「誇りの涵養効果」として挙げられるのではないだ
ろうか。
　第三に「地域のしがらみのない立場からの解決案」
の提案を挙げている。よそ者はしがらみがないからこ
そ優れた解決策を提案できるという。今回の分析では、
会議の席では言いづらい問題点を学外者が率直に指摘
する場面があり、その後課題解決について話し合い双
方向的な意見交換となっている機会が複数あった。会
議では、多種多様な意見を受け入れることや、率直に

は言いづらい質問や発言しやすい雰囲気をつくること
が、エドモンドソンの「心理的に安全な場」のある組
織の一要素となる。よそ者効果がこのような会議の雰
囲気づくりの第一歩となると期待している。
　ところで、よそ者の視点は地域外の者だけがもって
いるものかというと、地域内に住んでいる住民が視
点を変えることで可能であると言われている。敷田

（2009）は、そのために何らかの学習や経験を通して、
地域のしがらみや常識を乗り越えてゆくことで可能で
あるという。さらに言えば、企業の組織文化について
論じている佐藤・山田（2004）は、組織文化に一定の
距離を置くことができる組織メンバーこそが、組織変
革の担い手になっていると述べている 14）。これは大学
づくりにも置き換えることが可能である。「異質な他者
の視点」をもったメンバーの意見、つまり多種多様な
意見を尊重することが、組織を持続可能にする基盤づ
くりにつながるのではないだろうか。

Ⅵ．おわりに

　本研究では、地域連携室の組織運営のあり方につい
て会議運営を中心に分析を行った。会議の場をチーム
の相互作用のプロセスである学習と捉えた場合、4 つ
の知見を得られた。
　一つは、逐語録の分析結果から 2016 年度当初と比
較した場合、2017 年度以降 2 会議とも双方向の意見交
換がなされていた。また話し合いのデザインを元にし
た分析結果から、改善や工夫を行いながら空間 ・ 時間 

・情報のマネジメントを行ったことが効果として表れ
ていた。この 3 要素は会議運営上どれも欠かすことが
できない。
　次に、運営協議会及び室員の会議が別々に行われて
いるため運営上円滑に行うための工夫が必要であるこ
と、さらに学内の地域活動の環境整備には、活動の当
事者である教職員や学生、連携先の行政や地域のニー
ズも視野にいれ、事務局はコーディネートしなければ
ならない。そのために、日常的な情報交換や交流の機
会が不可欠であり、得られた情報が会議運営の基盤と
なる。
　第三に、よそ者の視点からの発言が会議の活性化に
影響を及ぼすだけでなく、学内教職員が気づかなかっ
た大学資源を再確認することができ、また誇りの涵養
効果をもたらすということも明らかとなった。反対に、
課題や問題点を率直に発言することでその後活発な意
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見交換がなされていた。このように、学外者が会議に
参加することによりチーム学習が活性化されたことも
確認することができた。今回は学外者の発言により影
響がみられたが、学内の構成員同士でモチベーション
維持の向上につながる発言や率直に課題や問題点を言
い合える会議運営が目指される。
　最後に、本研究では実践的な研究手法であるアク
ションリサーチを使用した。その都度課題の改善や工
夫を行いながら運営に反映させていった。この小規模
のアクションリサーチのサイクルを運営開始の 3 年間
に繰り返したことが効果的であった。というのも、共
同研究者兼事務局メンバーは常に会議運営及び組織
運営をより良くするため実践する姿勢であったという
こと、さらに改善点をフィードバックすることにより、
地域連携室の運営が開かれ学内教職員及び学生の参
画が可能な体制であることを示す機会となったからで
ある。
　アクションリサーチはすでに終了しているが、教職
員や学生との日常の交流のなかでの情報・意見交換の
機会は、貴重な情報やアイデアを入手する機会である。
また個々の教職員の地域活動や大学への思いは、日々
の交流やコミュニケーションのやりとりの中で共有さ
れ、これらは共通の思いを探求していくチーム学習の
基盤となるのである。
　今後は、これらの知見を基に個々に能力を発揮し、
協働性を高めることのできる組織運営のあり方につい
て、さらに検討し実践に活かしていきたい。

附記

　本調査は、西南女学院大学 2017 ～ 2019 年度共同研
究費による助成を受けて実施した。
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大学地域連携室の会議運営についての考察

Analysis of the Organizational Management Responsible for Creating an 
Environment for the University to Contribute Activities to the Community:

Focus on Meeting Management

Maki Higuchi＊

＜Abstract＞

     The Office of Community Activities at Seinan Jo Gakuin University was established in August 
2016 for the purpose of promoting and supporting community contribution activities and improving 
the quality of practices.  This office aims to help faculty, staff, and students fulfill their potentiality 
and run activities in cooperation with them.   This paper focuses on conference management as 
the foundation of the operation, and attempts to analyze the meetings in which the members of the 
Office of Community Activities participate as a place of team learning, using the action research 
method.
     The results of the survey analysis were as follows:
1) Meeting participants exchanged opinions interactively during two meetings.  It is clear that the 

opinions of outsiders had an impact on the team learning of the conference participants.
2) Daily interaction and opportunities for information exchange between faculty and staff were the 

basis for meeting management.

Keywords: meeting management, local cooperation, community contribution, action research, 
　　　　　  team learning

＊　   Teaching Assistant in the Faculty of Humanities, Seinan Jo Gakuin University


